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1994年～2013年の間､ 毎年平均して２億1800

万人の人々が自然災害による影響を受けている

と言われている (CRED&UNISDR, 2015)｡ 自然災

害の影響は､ 家の倒壊や人々の生活を脅かし､

人々は住み慣れた場所から別の場所に移転 (以

下､ リロケーション) を余儀なくされる｡ それ

ゆえにリロケーションは､ 子どもから高齢者､

家族に至るまで様々な影響を及ぼすことが報告

されている (Badri, Asgary, Eftekhari.,et al.,

2006；Mortensen, Wilson and Ho, 2009；Najarian,

Goenjian and Pelcovitz., et al.1996)｡

国連難民高等弁務官事務所 (UNHCR) をはじ

めとする諮問機関は､ ｢Human Mobirity in the

Context of Climate Change UNFCCC－Paris COP－
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A literature review on the post-disaster
relocation and care of the elderly in overseas countries

渡 邊 美 保 (Miho Watanabe)＊ 野 嶋 佐由美 (Sayumi Nojima)＊

� �

本研究の目的は､ 海外文献検討を通して､ グローバルな視点から災害後の高齢者のリロケーションケアを抽出し､ 今

後､ 取り組むべき支援の方向性を明らかにすることである｡ 文献は､ CINAHL Complete/MEDLINE Completeを用いて検索

し､ ｢relocation AND disaster｣､ Englishで探索した結果､ 182文献であった｡ 182文献を確認し､ 27文献に焦点をあて

て分析を行った｡ その結果､ 海外における災害後の高齢者のリロケーションケアとして､ 【高齢者の特性に応じた専門

的ケアの提供】【避難に伴う移動負担の軽減と保護】【情報伝達手段の確保と提供】【連続性を考慮した支援の供給】

【日常の再起に向けた働きかけ】【文化・信念の尊重】が抽出された｡ 今後､ 抽出された高齢者のリロケーションケア

を活かして､ 我が国独自の文化に応じた災害時の高齢者のリロケーションケアの教育プログラムや支援ツールの開発が

求められる｡

������	�

We conducted an overseas literature review with the aim of accumulating knowledge on the post-disaster

relocation and care of the elderly from global perspectives and identifying future issues. Using“relocation"

and“disaster" as key words, we searched for articles in CINAHL Complete and MEDLINE Complete, and 182

articles were extracted. Of these articles, 27 were used for analysis. As the results, the following were

extracted concerning the post-disaster relocation and care of the elderly performed in overseas countries:

[specialized care provided based on the characteristics of the elderly], [reduction of the burden of the

relocation and protection of the elderly during evacuation], [acquisition and provision of methods of

transmitting information], [provision of sustainable support], [encouragement towards the rebuilding of

lives], and [respect for the culture and beliefs]. The results showed the need to develop educational

programs or support tools for the post-relocation and care of the elderly that are based on Japanese culture,

using the above results.
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21｣ (The Advisory Group on Climate Change

and Human Mobility, 2015) のなかで､ 気候変

化関連に伴う人々の配置の予防と減少を目指し､

災害に対して個々のストレングスの準備性を高

めることや計画・適応戦略の実行を奨励してい

る｡ 特に､ 平均寿命の延伸と出生率の低下に伴

い地球規模での人口高齢化が予測されることか

ら (United Nations New York, 2015)､ 災害時

において高齢者のリロケーションを支援する方

略を見出すことは急務であると考える｡

高齢者は､ 自然災害により別居や分離の状態

が生じても病気や愛する家族の死に対してコー

ピングを行う回復力を備えている (Ridenour,

Cummings and Sinclair .,et al.2007)｡ 一方で､

高齢者は身体障害や低い学歴と収入による災害

への準備性の低下 (Al-rousan, Rubenstein,

Wallace, 2014)､ 加齢による身体変化､ 薬物療

法などの代償性反応の低下に伴う健康問題の気

づきにくさ (Somes & Stephens Donatelli,

2012) といった脆弱性を併せ持つ｡ そのため､

災害に伴う高齢者のリロケーションダメージを

軽減し､ 人間の安全保障の実現に導くことが喫

緊の課題といえよう｡

先行研究では､ 災害後のリロケーションに伴

う健康への影響が示されているものの (Uscher-

Pines L, 2009)､ 高齢者に特化した内容とはい

いがたい｡ したがって､ 本研究の目的は､ 海外

文献検討を通して､ グローバルな視点から災害

後の高齢者のリロケーションケアを抽出し､ 今

後､ 取り組むべき支援の方向性を明らかにする｡

��� � � �

対象とする論文は､ 次の選定基準を用いて選定

した｡ 研究種類は､ 他者の解釈が入り混じらない

ようにエッセイやレター､ 解説以外の一次文献を

中心に用いた｡ 災害はテロや武力衝突､ 我が国の

災害に関するものは用いず､ 自然災害について記

述した論文を用いた｡ 研究対象者はリロケーショ

ンを行った高齢者を含む研究､ もしくはその高齢

者を支援する医療関係者を対象とし､ 研究目的と

関連した高齢者のリロケーションについて記述さ

れている論文を用いた｡

文献は､ データベースCINAHL Complete/ MEDLINE

Completeを用いて検索し､ 収録年数を限定せず

に検索を行った｡ ｢relocation AND disaster｣､

Englishで探索した結果､ 182文献であった (検

索日：2016年３月５日)｡ 182文献のうち重複す

る７文献と国内で手に入らない23文献以外の

152文献を確認し､ 選定基準を満たす27文献に

焦点をあてて分析を行った｡

���	
����������������

文献検討の結果､ 海外における災害後の高齢

者のリロケーションケアには､【高齢者の特性

に応じた専門的ケアの提供】【避難に伴う移動

負担の軽減と保護】【情報伝達手段の確保と提

供】【連続性を考慮した支援の供給】【日常の

再起に向けた働きかけ】【文化・信念の尊重】

が抽出された (表１)｡
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表１ 海外文献における災害後の高齢者のリロケーションケア



以下､ 抽出されたケアのアプローチについて

は【 】､ ケア内容については ｢ ｣ で表す｡

１) 【高齢者の特性に応じた専門的ケアの提供】

【高齢者の特性に応じた専門的ケアの提供】

とは､ 災害に伴って生じる高齢者特有の症状を

理解したうえで支援を行うことであり､ ｢高齢

者専門職チームの動員｣ ｢慢性疾患に対するケ

ア提供｣ ｢二次的合併症の予防｣ ｢潜在的な健康

問題に関する継時的なアセスメント｣ ｢補助具

の調整｣ が抽出された｡

｢高齢者専門職チームの動員｣ では､ 高齢者

医療の専門家 (老人病専門家・多職種やボラン

ティアで構成されたチーム) を動員することが

示されていた (Cloyd & Dyer, 2010；Somes &

Stephens Donatelli, 2012)｡ 高齢者は慢性疾患

を抱えていることもあり､ 慢性疾患のケアが継

続できるように適切な地元病院に照会すること

(Ridenour, Cummings and Sinclair.,et al,

2007) や､ 慢性疾患が及ぼす急性疾患への複雑

な影響 (Vest & Valadez, 2006) を理解し､

｢慢性疾患に対するケア提供｣ を行っているこ

とが示されていた｡ さらに､ ｢二次的合併症の

予防｣ として､ 加齢に伴う口渇中枢の低下から

生じる脱水進行の予防・不眠への関わり・体液

や栄養状態の保護や薬剤処方が示されていた

(Cacchione, Willoughby and Langan.,et al,

2011)｡ ｢潜在的な健康問題に関する継時的なア

セスメント｣ には､ 自然災害後の細やかな生活

状 況 の 確 認 (Cacchione, Willoughby and

Langan.,et al, 2011)､ 代償不全の高齢者の状

態を把握するための頻繁な再評価の実施

(Donatelli & Somes, 2012)､ 災害の数週間後に

発症する症状への準備 (Rhoads & Clayman, 2008

; Cacchione, Willoughby and Langan.,et al,

2011)､ 医学的処置の必要性に関するアセスメン

ト (Laditka , Laditka and Xirasagar.,et al,

2008)､ 災害前後のトリアージシステムの活用

(Cloyd & Dyer, 2010) といった起こりうる健康

リスクを想定した上で対応していることが示さ

れていた｡ ｢補助具の調整｣ には､ 高齢者が使

用している総義歯や眼鏡の調整 (Ridenour,

Cummings and Sinclair.,et al, 2007) が行わ

れていた｡

２) 【避難に伴う移動負担の軽減と保護】

【避難に伴う移動負担の軽減と保護】とは､ 避

難に伴うリスクを想定し､ 高齢者にとって最も心

身の負荷がかからない避難方法を編み出すことで

あり､ ｢脆弱な高齢者の見極め｣ ｢リスクを見定め

た避難タイミングの決定｣ ｢安定した避難場所の選

択｣ ｢移動の最小化｣ ｢自発的意向の確認｣ が抽出

された｡

｢脆弱な高齢者の見極め｣ には､ 医学的､ 精神

的､ 金銭的､ 社会的ニードが必要な高齢者のアセ

スメントを行うチーム (SWIFT) (Gray-Graves,

Turner and Swan, 2011) の介入が示されていた｡

さらに､ ｢リスクを見定めた避難タイミングの決定｣

では､ 避難するタイミングを見極め (Dobalian,

Claver and Fickel, 2010)､ 適切な場所が確保さ

れる間は移動を引き留め (Somes & Stephens

Donatelli, 2012)､ 身体的状態を踏まえて避難命

令の決定 (Claver, Dobalian and Fickel.,et al,

2013) を行っていた｡ ｢安定した避難場所の選択｣

には､ 安定した設備がある場所への避難 (Hyer,

Polivka-West and Brown, 2007) が含まれており､

トイレ構造に配慮した避難場所の選択 (便座の高

さから小学校より高校を選ぶ) や医療設備のない

ビルに避難するリスク認識の向上 (Christensen,

Brown and Hyer, 2012) が示されていた｡ ｢移動の

最小化｣ には､ 移動負担の少ない時間帯やルート

の選択 (Hyer, Polivka-West and Brown, 2007)､

移動回数の軽減 (Rhoads & Clayman, 2008) とい

うように綿密な計画をたて､ 高齢者の輸送手段を

検討する必要性が示されていた｡

｢自発的意向の確認｣ には､ 退去に関する自発

的な登録簿の支援 (Gray-Graves, Turner and

Swan, 2011) や移転先の自己決定を促すこと

(Zeng, Wu and Schimmele.,et al, 2015) が示さ

れていた｡

３) 【情報伝達手段の確保と提供】

【情報伝達手段の確保と提供】とは､ 継続的

支援が必要な高齢者に対して､ 必要な情報や支

援が行きわたるように調整することであり､

｢ITを用いた情報手段の確保と提供｣ ｢受け入れ

施設との調整｣ ｢バイリンガルによるサポート

支援｣ が抽出された｡

｢ITを用いた情報手段の確保と提供｣ には､

高知女子大学看護学会誌第42巻第１号 (2016)

― 13 ―



電子登録制度による健康状態の情報提供 (den,

van der and Grievink.,et al, 2007)､ EMR (電

子医療記録システム) を使用した情報の活用

(Dobalian, Claver and Fickel, 2010)､ 医療や

高 齢 者 の 安 全 を 発 信 す る 資 源 の 必 要 性

(Donatelli & Somes, 2012) が示されていた｡

｢受け入れ施設との調整｣ では､ 受け入れ先の

利用可能なベッドやスタッフの確保 (Dobalian,

Claver and Fickel, 2010)､ 医療従事者間にお

ける資源配分の調整 (輸送､ 発電機､ スタッフ

など) (Hyer, Polivka-West and Brown, 2007)､

避難時の異なる施設への明確なコミュニケーショ

ン (Cacchione, Willoughby and Langan.,et al,

2011) が示されていた｡

｢バイリンガルによるサポート支援｣ では､

英語以外の他言語に対応できるようバイリンガ

ルによる必要なサポートの提供 (Elmore &

Brown, 2007) が示されていた｡

４) 【連続性を考慮した支援の供給】

【連続性を考慮した支援の供給】とは､ 継続

的支援が必要な高齢者を把握し､ サービスを受

けられるように支援することであり､ ｢期限に

縛られない物資の供給｣ ｢移行期におけるサー

ビスへのアクセス支援｣ ｢援助が必要な高齢者

の保護｣ ｢継続的なニーズの洗い出し｣ が抽出

された｡

｢期限に縛られない物資の供給｣ には､ ガイ

ドラインの期間を超えた物資の供給 (食物､ 水､

薬､ 保健衛生項目､ 輸液､ バッテリーなど)

(Laditka , Laditka and Xirasagar.,et al,

2008) が示されていた｡ ｢移行期におけるサー

ビスへのアクセス支援｣ には､ 移行期にサービ

スが途切れないように､ 医師の予約､ 歯科検査

など様々なサービスへの提供 (Rhoads &

Clayman, 2008) や緊急マネージャーによる償還

を認可するシステムの考案 (Bame SI.et al.,

2012) ､ 種々のサービスへのアクセス支援

(Rhoads & Clayman, 2008)､ 救済活動プログラ

ムに関する情報提供 (Rhoads & Clayman, 2008)

が示されていた｡ ｢援助が必要な高齢者の保護｣

には､ 地元緊急マネージメントエージェンシー

との高齢者の保護 (Christensen, Brown and

Hyer, 2012)､ 家族のいない高齢者や代償不全

にある高齢者への援助 (Donatelli & Somes,

2012) が示されていた｡ ｢継続的なニーズの洗

い出し｣ には､ 緊急シェルター閉鎖後のニーズ

を把握し (Bame, Parker and Lee.,et al, 2012)､

戸別訪問のアプローチ (Gray-Graves, Turner

and Swan, 2011) を行うことが示されていた｡

５) 【日常の再起に向けた働きかけ】

【日常の再起に向けた働きかけ】とは､ 高齢

者の不安の軽減に努め､ 日常性を取り戻せるよ

うに支援することであり､ ｢疑問に対する率直

な返答｣ ｢日常の平常化に向けた取り組み｣ ｢二

次的被害からの保護｣ ｢精神的健康問題の予測｣

｢自然な感情の受け止め｣ ｢場所の愛着に対する

心理的対立の調整｣ ｢心理的サポートプログラ

ムの提供｣ ｢豊富な過去の経験を活かした対処

力の把握｣ が抽出された｡

｢疑問に対する率直な返答｣ には､ 災害に関

す る 質 問 に 対 し て 率 直 に 返 答 す る こ と

(Cacchione, Willoughby and Langan.,et al,

2011) が示されていた｡ そして､ ｢日常の平常

化に向けた取り組み｣ として､ インフォーマル

サポートネットワークによるケアの供給

(Rhoads & Clayman , 2008; Cacchione, Willoughby

and Langan.,et al, 2011) や家族とのコミュニケー

ションの保証 (Laditka , Laditka and Xirasagar.,et

al, 2008) ､ 通常のライフスタイルの保護

(Donatelli & Somes, 2012) が示されていた｡

また､ 災害後､ 虐待や詐欺から高齢者を保護す

る (Cloyd & Dyer, 2010) といった ｢二次的被

害からの保護｣ が示されていた｡ ｢精神的健康

問題の予測｣ には､ 精神的健康問題のトリアー

ジ (Brown LM, 2007)､ 家族や社会的サポートの

分離が及ぼす影響の検討 (Claver, Dobalian

and Fickel.,et al, 2013) が示されていた｡

｢自然な感情の受け止め｣ には､ 喪失と深い悲

しみに対処できるよう精神的ケアの訪問

(Laditka , Laditka and Xirasagar.,et al, 2008)

やフラストレーション・痛み・怒りに関連した

自然な反応の受け止め (Rhoads & Clayman , 2008)､

災害後の長期間にわたる避難者の精神衛生のニー

ズへの対応 (Laditka, Laditka and Xirasagar.,et

al, 2008) が示されていた｡ ｢場所の愛着に対す

る心理的対立の調整｣ には､ 場所への愛着を踏
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まえた包括的な共同体へのアプローチ (Kick,

Fraser and Fulkerson.,et al, 2011)､ 珍しい

環境と心理的対立への調整 (Bland, O'Leary

and Farinaro.,et al, 1997) が示されていた｡

｢心理的サポートプログラムの提供｣ には､ 心

理的なリハビリプログラム (Bland, O'Leary

and Farinaro.,et al, 1997) やカウンセリング

を含めた精神衛生サービスの提供 (Ridenour,

Cummings and Sinclair.,et al, 2007) が示さ

れていた｡

｢豊富な過去の経験を活かした対処力の把握｣

には､ 高齢者は､ 生活状況の困難に対処する豊

富な戦略を持っており (Hrostowski & Rehner,

2012)､ トラウマの記憶をもとに無力的な感情

を認すること (Elmore & Brown, 2007) で困難

な状況に乗り越える力を促進することが示され

ていた｡

６) 【文化・信念の尊重】

【文化・信念の尊重】とは､ 高齢者の育んで

きた生活様式や信念を理解して関わることであ

り､ ｢文化に配慮した食事の提供｣ ｢中心的な信

念の理解｣ が抽出された｡

被災者の中には､ 毎週月曜日に赤豆と米を欲す

る人もみられ (Laditka, Laditka and Xirasagar.,et

al, 2008)､ その人の背景に応じて ｢文化に配慮

した食事の提供｣ を行うことが求められる｡ さ

らに､ ｢中心的な信念の理解｣ には､ 高齢者の

文化や宗教を優先 (Gray-Graves, Turner and Swan,

2011) させ､ その人のもつ中心的な信念を理解

すること (Bland, O'Leary and Farinaro.,et

al, 1997)､ 宗教に基づいて否定的な事象を受

け入れる強さがあることが示されていた (van,

Chakkraband and Thienkrua.,et al, 2006)｡

��� �

１. 海外文献検討における災害後の高齢者のリ

ロケーションケアの全体構造

海外文献検討により抽出された災害後の高齢

者のリロケーションケアとして､ 以下の構造が

導かれた｡ すなわち､ 災害後の高齢者のリロケー

ションケアでは､【高齢者の特性に応じた専門

的ケアの提供】を基盤とし､【避難に伴う移動

負担の軽減と保護】の必要性を見定めていた｡

その際､ 医療者は【情報伝達手段の確保と提供】

を駆使し､ 一刻も早くその人にとって当たり前

の生活に戻れるように【日常の再起に向けた働

きかけ】や【連続性を考慮した支援の供給】に

努め､ 生活の断裂を未然に食い止めていた｡ そ

して､ 高齢者へのリロケーションケアを行う全

過程において､ 高齢者１人ひとりの【文化・信

念の尊重】を重んじる姿勢でケアを行っていた｡

２. 海外文献検討と国内文献レビューによる高

齢者のリロケーションケアの関連性

次に､ 今回の海外文献検討から抽出された災

害後の高齢者のリロケーションケアと国内文献

レビュー (渡邊, 野嶋, 2015) の結果を比較し､

我が国において活用できる災害後の高齢者のリ

ロケーションケアと今後､ 取り組むべき支援の

方向性について考察する｡

災害後の高齢者のリロケーションケアにおけ

る国内文献レビュー (渡邊, 野嶋, 2015) は､

医学中央雑誌を用いて､ ｢災害｣ ｢リロケーショ

ン｣ ｢生活｣ ｢避難｣ ｢高齢者｣ などのキーワー

ドを掛け合わせ､ 災害後の高齢者のリロケーショ

ンケアに関わる国内文献20文献を用いた｡ その

結果､ 災害後の高齢者のリロケーションケアと

して､ ＜健康問題の回避＞＜精神的ケア＞＜生

活環境の調整＞＜肯定的価値の創出ケア＞＜生

活再建に向けた原動力の促進＞＜サービスの調

整＞＜移行期のつなぎ＞＜住民組織の形成＞が

抽出された｡ これらの結果と今回の海外文献検

討の結果を比較すると､ 【情報伝達手段の確保

と提供】【文化・信念の尊重】は､ 国内文献レ

ビューでは抽出されておらず､ 新たな知見とい

えよう｡ 一方で､ 国内文献レビューにおいて抽

出された＜住民組織の形成＞は､ 今回の文献検

討で関連するケアは抽出されておらず､ 我が国

独自の視点であるといえる｡

以下､ 国内文献レビュー (渡邊, 野嶋, 2015)

において抽出されたケアのアプローチは､ 本研

究結果と区別するため､ ＜ ＞で表す｡

��������	
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本研究で抽出された【高齢者の特性に応じた
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専門的ケアの提供】は､ 災害後の高齢者のリロ

ケーションケアを行う際に欠かせない視点であ

り､ ケアの基盤となるものと考える｡ つまり､

【高齢者の特性に応じた専門的ケアの提供】に

基づき､【避難に伴う移動負担の軽減と保護】

に努めていることが明らかになった｡ 災害が高

齢者に及ぼす影響は深刻であり､ 災害関連死に

おいても高齢者の割合が高く､ 災害がもたらす

二次被害を予防するためには､【高齢者の特性

に配慮した専門的ケア】が必要であり､ 結果と

してその側面が抽出されたことになる｡ さらに､

平常時におきても､ 高齢者は移動にともなう身

体的負担のみならず喪失感､ 混乱が深刻である

と指摘されており､【避難に伴う移動負担の軽

減と保護】への配慮もまた重要である｡

国内文献レビューにおいても､ 高齢者のリロ

ケーションに伴う二次的合併症を予防するため

＜健康問題の回避＞に働きかけ､ 高齢者にとっ

て過ごしやすい場所を提供するため＜生活環境

の調整＞に取り組んでいた (渡邊, 野嶋, 2015)｡

これらは､ 海外文献から抽出されたケアと類似

している｡

【高齢者の特性に応じた専門的ケアの提供】

には､ ｢高齢者専門職チームの動員｣ が含まれ

ており､ 我が国においても活用できる視点とい

える｡ 我が国では､ 災害派遣医療チーム (DMAT)

や災害派遣精神医療チーム (DPAD)､ 災害派遣

福祉チーム (DCAT､ DWAT) といった専門家チー

ムが結成されており､ 災害時健康危機管理支援

チーム (DHEAT) の養成にも力を入れている｡

しかしながら､ 専門家チームに分かれて活動す

ることもあり､ ＜健康問題の回避＞に向けた関

わりは見られるものの､ 高齢者の健康・生活・

時間の連続性を意図した包括的支援に結びつい

ているかは懸念が残る｡ それゆえに､ 海外文献

検討で抽出された内容を踏まえて､ 既存の災害

派遣チームの教育プログラムに災害サイクルを

通して起こりうる高齢者の兆候や生活ニーズへ

の対応を盛り込むとともに､ 現場の統制を携わ

る組織に高齢者ケアの専門家を配置することが

求められるであろう｡

【避難に伴う移動負担の軽減と保護】では､

災害状況と高齢者の身体状況を踏まえて､ 高齢

者の移動を慎重に決定していることが明らかに

なった｡ 災害の状況において高齢者の移動に伴

う負担は大きく ､ Help Age International

(2011) のガイドラインにおいても､ 可動性の

アセスメント､ 季節的な天候や人口の広がりが

及ぼす影響､ 輸送手段を含めた計画的救助活動

の検討が示されている｡ 我が国でも､ ＜生活環

境の整備＞に取り組んでいるもののインフラの

整備が不十分な地域であれば､ 移動に伴う身体

的負担が生じることも予測される｡ そのため､

災害状況を慎重に見極め移動を決定していくこ

とが必要となるであろう｡ このような高齢者の

移動に伴うきめ細やかなアセスメントの視点は､

国内文献レビューにおいて抽出されておらず､

参考になる視点といえよう｡
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【情報伝達手段の確保と提供】は､ 国内文献

レビューでは抽出されず､ 海外文献レビューか

ら抽出された新たな知見といえる｡ 一方､ 災害

発生時に人々はスマートフォン等何とか情報を

得ようとしたことが報告されており (Kanbara,

Nagasawa and Go, 2014)､ 生命の次に求めたの

は情報を得る手段であったと言われており､ 国

レベルで､ 各地域レベルで､ 多様な方法を活用

して情報の提供を行っている｡ つまり､ 情報の

収集と提供は､ 重要なテーマである｡

【情報伝達手段の確保と提供】には､ 高齢者

が集中するエリアの地図作成システム､ 在宅サー

ビスのための緊急システムの開発 (Aldrich &

Benson, 2008) が示されており､【連続性を考

慮した支援の提供】や【日常の再起に向けた働

きかけ】の一助となりうる｡ 我が国でも､ 災害

支援に向けて地理空間情報GIS (国土交通省国

土政策局, 2014) やテレナーシング (亀井,

2014) の実用化が期待されており､ 今後､ IT情

報を活かした災害時の高齢者のリロケーション

ケアの開発が求められるであろう｡

�������������
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【連続性を考慮した支援の提供】は､ 高齢者

の生活の場の移り変わりや災害発生後の時間経

過とともにサービスが途切れないように関連機

関との連携や継続支援を行う＜移行期のつなぎ＞

と関連がみられた｡
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非常時は､ 状況に応じた窮余の策を盛り込み､

臨機応変に生活の再建に向けたサービスの拡大

を行うことが求められる｡ 特に､ 避難生活によ

る＜移行期のつなぎ＞は､ ボランティアの撤退

や家族との途絶など高齢者の心身の拠り所をい

かに維持するかが重要となる｡ つまり､ 海外文

献検討で抽出された【連続性を考慮した支援の

提供】に含まれる ｢期限に縛られない物資の供

給｣ や ｢継続的なニーズの洗い出し｣ は重要な

視点といえる｡ したがって､ 看護者は形式的な

災害支援に縛られず､ 高齢者の生活状況や移転

のタイミング､ 支援を行う期間を見定めて､ 後

方支援に携わる多職種への橋渡しを行うことが

求められる｡
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【日常の再起に向けた働きかけ】は､ 【連続

性を考慮した支援の提供】と並行して高齢者の

リロケーションケアに重要な視点である｡ 【日

常の再起に向けた働きかけ】には､ 災害やリロ

ケーションによって生じる心理的苦痛に対する

＜精神的ケア＞や､ 高齢者の自発的な行動意欲

を高める＜生活再建に向けた原動力の促進＞､

高齢者の経験を活かした対処力に結びつく＜肯

定的価値の創出＞と関連がみられた｡

貧しい地域では､ 災害と同時に貧困が生じて

おり(UNISDR&CRED, 2015)､ 【日常の再起に向け

た働きかけ】には､ 虐待や詐欺から高齢者を保

護する ｢二次的被害からの保護｣ が示されてい

た｡ 我が国では､ 海外文献検討で抽出された虐

待や詐欺による二次的被害というより､ むしろ

【日常の再起に向けた働きかけ】に必要な経済

的支援が課題となる｡ つまり､ 罹災証明の発行・

申請に伴うスムーズな手続き体制の見直しが求

められる｡ また､【日常の再起に向けた働きか

け】には､ ｢自然な感情の受け止め｣ や ｢場所

の愛着に対する精神的対立の調整｣ が含まれて

いた｡ つまり､ リロケーションに伴う心的な痛

みや怒りなどは喪失や悲嘆に対処するための自

然な過程として捉えられ､ その過程をどのよう

に支援していくかが重要である｡ そして､ これ

らの支援は､ 国内文献レビュー (渡邊, 野嶋,

2015) で明らかになった＜精神的ケア＞や＜生

活再建に向けた原動力の促進＞とも関連する｡

Deeny, Vitale and Spelman.,et al.(2010)は､

高齢者の強さを認識せずに弱さを過度に強調す

ることは非力をみなぎられることと同じである

と述べており､ 人間の安全保障においても､ 自

力で脅威に対応できるよう能力を強化すること

(エンパワーメント) が示されている (東野, 2

012)｡ すなわち､ 高齢者の脆弱性に偏らず､ 高

齢者自身の対処力を引き出す＜肯定的価値の創

出＞は､【日常の再起に向けた働きかけ】の原

動力になるといえよう｡ 加えて､ 米国疾病予防

管理センター (CDC) では (William, 2007)､ 高

齢者の心的外傷後ストレス障害 (PTSD) を考慮

し､ 災害のダメージが大きい地域において高齢

者が暮らす家庭を識別し､ 支援に活かせる地図

を作成している｡ 災害の混沌とした状況では､

本来の地域で生活する高齢者の姿を描くことが

困難になることが予測されるため､ 平時から高

齢者の生活情報を蓄積し､ 本来の生活に寄り添っ

た支援に活かしていくことが求められる｡
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今回､ 海外文献で抽出された【文化・信念の

尊重】は､ 国内文献レビュー (渡邊, 野嶋,

2015) では抽出されなかった｡ 但し､ 国内文献

において､ 対象者への倫理的側面として､ 実践

報告のなかで言及されている｡ その理由として､

米国では､ 人口に対する多文化的背景をもつ人

の構成割合が高く､ 日々､ 看護師は多様な文化

的背景の知識を深め､ 個々に合わせたケアの熟

練を身に着けている (Maier-Lorentz, 2008)｡

さらに､ 工業化やグローバル化に伴う時間と距

離の短縮化は､ 国境を越えた人々の移動に拍車

をかけ､ 多文化的背景をもつ人への【文化・信

念の尊重】が増々重要視されていることが挙げ

られる｡

我が国では､ 異文化看護データベースの取り

組み (Kondo, Minami, and Kanbara.,et al.2015)

や災害に関する防災マニュアルなど外国人に対

する減災教育や避難所における配慮はされてい

るものの (伊藤, 朝間, 2015)､ 文化的差異へ

の配慮が定着しているとは言い難い｡ 在日外国

人が抱えている健康問題のなかには､ 言葉の壁

や医療制度に関する知識不足､ 異文化不適応か

ら生じた悩み､ 異なる文化や価値観の壁があり
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(呉, 那須, 中田他, 2014 ; 呉, 佐藤, 中田他,

2016)､ 災害時であるからこそ､ それらの文化

的な差異が大きな障壁となり､ 在留外国人の権

利や尊厳が守られにくい状況が生じる｡ そのた

め､ 看護者は自己への批判的思考や文化的アセ

スメントスキルを身に着け､ 多種多様な信念や

文化的背景をもつ在日外国人に対して､

Cultural Competencyの視点から配慮していくこ

とが求められる｡ 我が国の看護学教育において

も､ Cultural Competencyの育成が必須要素であ

り､ 災害看護学における必要な緊急課題におい

ても災害時要支援者への支援が含まれている

(神原, 山本, 南, 2010)｡ すなわち､ 文化的認

識の統合､ 文化的知識､ 文化的なスキル､ 文化

的な体験と文化的な願望といったCultural

Competencyの５つのプロセス (Campinha-Bacote,

2002) を軸に､ 減災教育や災害サイクルに応じ

た支援策に結びつけていくことが課題と言えよ

う｡

３. 高齢者のリロケーションケアにおける支援

の方向性

災害による脅威は､ グローバル化と格差社会

に伴う社会的に孤立した高齢者の脆弱化を露呈

することが推測される｡ 我が国では､ 災害時の

リロケーションそのものが比較的新たな現象で

あり､ リロケーションが生じると日常との乖離

が大きく､ 加齢に伴う適応力の低下から､ 混乱

を招きやすいと考える｡ 一方で人々は､ やむを

得ず不本意に移動・移住するといっても､ まっ

たく選択や準備､ 計画が何もないわけではなく､

その選択にあたって､ １人ひとりの個人や家族､

集団社会は､ 広範囲にわたる実質的な決断をし

なければならないと言われている (国際人道問

題独立委員会, 1990)｡ それゆえに､ 海外文献

レビューで抽出されたケアを踏まえて､ 高齢者

が災害時にその地にとどまることや新たな地に

リロケーションを行う際の適応力を支え､ その

人自身の生活の連続性を維持できるための働き

かけが必要といえる｡

適応戦略には､ 自発的な移住に備えた計画の

立案を容易にすることや､ 個人のレジリエンス

を高めることが示されている (The Advisory

Group on Climate Change and Human Mobility, 2015)｡

また､ 国内避難民の保護 (IDPs) に必要な４つ

の条件には､ ①長期の安全､ 動きの安全管理と

自由､ ②適切な食物､ 水を含め､ 適切な生活水

準､ 住宅､ 医療と基本的な教育､ ③雇用へのア

クセスと暮らし､ ④住宅､ 土地と不動産の復旧

あるいは保障に提供する効果的なメカニズムへ

のアクセスが示されている (UNHCR, 2012)｡ 今

後､ これらの視点を踏まえたうえで高齢者のリ

ロケーションダメージの要因を最小限にし､ 災

害サイクルの移行期を見据えて､ 高齢者自身の

レジリエンスを促進するための具体的な支援の

方略を見出していくことが求められるであろう｡
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災害状況はそれぞれ異なり､ 喪失体験を抱え

ている高齢者もいるため､ 研究として入ってい

くには倫理的課題もある｡ ゆえに､ 災害後の看

護ケアの知識を凝集する上では､ 文献の種類に

絞り過ぎずケア内容の抽出を行ったため､ 詳細

なケア内容を示しているものが少なく､ 簡潔な

記述にとどまったことが本研究の限界といえる｡

したがって､ 他国における災害関連の高齢者ケ

アのガイドラインや災害後の高齢者のリロケー

ションケアの経験と知恵を凝集し補完しながら､

我が国独自の文化に応じた災害時の高齢者のリ

ロケーションケアの教育プログラムや支援ツー

ルの開発が求められるであろう｡

�� �

災害後の高齢者のリロケーションケアに関す

る海外文献検討の結果､ 以下のことが明らかに

なった｡

１. 海外における災害後の高齢者のリロケーショ

ンケアとして､ 【高齢者の特性に応じた専門

的ケアの提供】【避難に伴う移動負担の軽減

と保護】【情報伝達手段の確保と提供】【連

続性を考慮した支援の供給】【日常の再起に

向けた働きかけ】【文化・信念の尊重】が抽

出された｡
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２. 海外文献検討から抽出された【情報伝達手

段の確保と提供】と【文化・信念の尊重】は､

国内文献レビューでは抽出されず､ 新たな知

見といえよう｡

３. 今後､ 他国における災害関連の高齢者ケア

のガイドラインや災害後の高齢者のリロケー

ションケアの経験と知恵を凝集し補完しなが

ら､ 日本独自の文化に応じた災害時の高齢者

のリロケーションケアの教育プログラムや支

援ツールの開発が求められる｡

利益相反：本稿について､ 開示すべき利益相
反は存在しない｡
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